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国

総人口

（万人）

65歳以上人口

（万人）

総人口に占める

65歳以上人口の割合

（％）

1日本 12376 3625 29.3

減税！ 2プエルトリコ 324 80 24.7

減税！ 3イタリア 5934 1461 24.6

減税！ 4ポルトガル 1043 256 24.5

減税！ 5ギリシャ 1005 241 23.9

減税！ 6フィンランド 562 134 23.9

減税！ 7ドイツ 8455 1961 23.2

減税！ 8クロアチア 388 90 23.2

総務省「統計からみた我が国の高齢者・65歳以上人口の割合」（2024年9月15日）を基に各界連作成。

65歳以上人口割合上位8カ国で消費税を減税した国
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総選挙で与党自民・公明両党が大敗し、過半数割れに追い込まれました。消費税増税やインボイスの強行実施など、経済と生活を壊し続けた自公政治への怒りが、新たな政治情勢を生んでいます。選挙では多くの野党が「消費税減税」「インボイス廃止」を掲げ、議席を増やしました。消費税減税を党として公約しなかった立憲民主党内でも、当選者の25・7％にあたる38人の議員が、独自に「消費税減税」を訴えて選挙を勝ち抜いています。野党が一致すれば衆院の過半数を超え、「消費税減税」も「インボイス廃止」も今すぐに実現できます。署名やアンケートで国民の声を届け、ただちに減税を実現しましょう。

与党過半数割れによって、野党が公約に掲げた「消費税減税」や「年収103万円の壁見直し」など、国民負担を軽減する減税案が話題になる一方、自公は「消費税は社会保障財源」「高齢化が進む日本で減税は無責任」など、国民要求に背を向け続けています。
日本と同じように高齢化が進む国でも、消費税（付加価値税）を引き下げて国民生活への支援や景気対策として実施されています。65歳以上の人口割合上位8カ国の中で減税を実施していない国は日本だけです（表）。
かたくなに消費税減税を拒み続ける日本の政治は世界からみれば非常識です。ただちに消費税を5％以下に減税し、廃止へ向かうことこそ、国民生活を応援し、日本経済を立て直す確かな道です。
増税続けた与党が過半数割れ





野党が結集すれば消費税減税・インボイス廃止は実現できる





新国会で消費税減税・ｲﾝﾎﾞｲｽ廃止を





高齢化が進む国でも消費税（付加価値税）を下げている











消費税廃止各界連絡会
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👈消費税アンケート実施中！�あなたの意見を聴かせてください








